
砥部町軽自動車税種別割課税取消又は課税保留取扱要綱 

砥部町告示第 201号  

令和７年11月14日   

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、軽自動車税種別割の課税客体となる原動機付自転車、軽自動車、小

型特殊自動車及び二輪の小型自動車（以下「軽自動車等」という。）が滅失、解体、所

在不明等の理由により所有又は使用していないにもかかわらず課税されている場合にお

いて、課税の適正化を図るため当該軽自動車等について、課税取消又は課税保留を行う

ために必要な事項を定めるものとする。 

（課税取消又は課税保留の基準等） 

第２条 課税取消又は課税保留を行う場合の基準は別表１によるものとする。 

２ 前項の規定に該当し、課税取消又は課税保留を受けようとする者は、軽自動車税課税

保留等申立書(様式第１号)及び関係書類を添付して申立てを行うものとする。 

３ 町長は、前項に規定する申立てがあったとき又は職権で課税取消若しくは課税保留を

行うときは、軽自動車税種別割の課税保留等に関する調査書(様式第２号)を作成したう

えで、課税取消又は課税保留処分を決定するものとする。 

(課税取消又は課税保留後における課税等) 

第３条 課税取消又は課税保留後において軽自動車等の所在が確認できた場合の課税は、

地方税法(昭和 25年法律第 226号)第 17条の５第１項の規定により当該確認できた日の

属する法定納期限から起算して５年までとする。課税取消又は課税保留を受けた軽自動

車等について、偽り、その他不正行為による届出が判明したときも同様とする。 

 （課税台帳の抹消登録） 

第４条 課税保留処分を行った軽自動車等は、課税保留処分を決定した日の属する年度か

ら５年を経過したときは、再度調査の上、職権により当該軽自動車等について課税台帳

の抹消登録を行うことができるものとする。 

（その他） 

第５条 この告示の定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、公表の日から施行する。 

 （砥部町軽自動車税課税保留処分取扱要綱の廃止） 

２ 砥部町軽自動車税課税保留処分取扱要綱（平成 25年砥部町告示第 129号）は、廃止 

する。 

（経過措置） 

３ 前項の規定による廃止前の砥部町軽自動車税課税保留処分取扱要綱第２条第３項の規 

定により課税保留処分を決定したものについては、この告示の第２条第３項の規定によ 

り課税保留処分を決定したものとみなす。 

 

 



別表第１（第２条関係） 

区分 事由 適用の始期 提出書類 

課
税
取
消 

１ 滅失（焼失・流失） 

火災・天災により当該

軽自動車等が本来の機能

形態を失った場合（使用

不可能となった日を証明

する書類がある場合に限

る。） 

左欄の理由が発生した日 ・軽自動車税課

税保留等申立書 

・罹災証明書等 

２ 破棄・解体 

軽自動車等が運行不能

（使用不能）な状態にあ

るもの又はその他の者に

より軽自動車等の原形を

とどめない状態に分解さ

れた場合 

・軽自動車税課

税保留等申立書 

・解体証明書等 

３ その他の事由 

その他町長が特に認め

る場合 

事情聴取等の結果決定す

る。 

・軽自動車税課

税保留等申立書 

・その他必要と

認められる書類 

課
税
保
留 

１ 詐欺・盗難 

詐欺・盗難により当該

軽自動車等が所在不明と

なった場合（使用不可能

となった日を証明する書

類がある場合に限る。） 

左欄の理由が発生した日 ・軽自動車税課

税保留等申立書 

 

２ 譲渡 

譲渡したにもかかわら

ず名義変更等の手続きが

行われず、軽自動車等及

び所有者等が所在不明な

場合(売買契約書等の写し

により譲渡の日が明確な

日になる場合に限る。) 

譲渡が行われた日 ・軽自動車税課

税保留等申立書 

・売買契約書等 

３ 所有者等住所不明 

所有者等の住所等が不

明な場合（調査により相

続人又は親族が確認でき

ない場合に限る。） 

 所有者等の住民票が職権

により消除された日の翌年

度 

・軽自動車税課

税保留等申立書

(職務権限により

作成)  所有者等が住所不明とな

り公示送達している軽自動

車等については、公示送達



となった日の翌年度 

４ 所有者等死亡 

所有者等が死亡した場

合（調査により相続人又

は親族が確認できない場

合に限る。） 

相続人調査により、相続

人が未確定となった日。た

だし、相続人が相続放棄し

た場合は、当該相続放棄し

た日の属する年度の翌年度 

・軽自動車税課

税保留等申立書

(職務権限により

作成) 

・相続放棄した

ことがわかる書

類等 

５ その他の事由 

その他町長が特に認め

る場合 

事情聴取等の結果決定す

る。 

・軽自動車税課

税保留等申立書 

・その他必要と

認められる書類 

 ※事由発生日が４月１日である場合、事由発生日の属する年度を適用の始期とする。  



様式第１号（第２条関係） 

 

年  月  日 

 

軽自動車税課税保留等申立書 

 

  砥部町長 様 

申立人 住所              

氏名              

所有者等との関係        

電話番号            

  

 下記のとおり軽自動車等が使用できない状況となっていますので、課税保留等を申し立

てます。 

 

記 

 

  ※盗難届受理番号は事由が盗難の場合のみ記載してください。 

所有者 
住 所   

氏 名   

使用者 
住 所   

氏 名   

車両情報 

標識番号  種 別  

車 名   排気量 cc・kw 

車台番号   

納税義務者 所有者  ・  使用者  と同じ 

事 由 

 

（発生時期・経過等を具体

的に記載してください。） 

 

盗難届受理番号  

備   考  



様式第２号（第２条関係） 

課税保留等に係る調査書 

 

 

所有者 
住 所   

氏 名   

使用者 
住 所   

氏 名   

車両情報 

標識番号  種 別  

車 名   排気量 cc・kw 

車台番号   

納税義務者 所有者  ・  使用者  と同じ 

 

年度 課税額 既納税額 未納額 備考 

     

     

     

調
査
事
項 

車両の現況  

標識の状況 有 ・ 無（           に所在） 

廃車申告の見通し  

その他の特記事項  

盗難届受理番号  

添付書類 
 １ 軽自動車税課税保留等申立書 

 ２ その他提出書類（                           ） 

調査者の意見 

本件は、砥部町軽自動車税種別割課税取消又は課税保留取扱

要綱別表第１の（課税取消・課税保留）の（  ）に該当すると認めら

れるので（課税取消・課税保留）を行うことが適当と思われます。ま

た、（  ）年度以降の課税については、税額を減額する賦課決定

を行うことが適当と思われます。 

調査年月日  


